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有給休暇付与タイミング
早⾒表
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年次有給休暇（有休）は、労働者の⼼⾝のリフレッシュを⽬的として法律で定められた休暇制度です。正社員だけでなく、パートやアルバイトなどの短時間労
働者も、⼀定の条件を満たすことで有休が付与されます。

有休が付与される条件と付与⽇数
有休が付与されるためには、以下の条件を満たす必要があり、⼊社後6ヶ⽉で10⽇付与されます。

年次有給休暇の付与と取得のルール

⼊社⽇から起算して6ヶ⽉間継続して勤務していること。6ヶ⽉以上の継続勤務

全労働⽇の8割以上を出勤していること。ただし、有休取得⽇、業務上の傷病による休業⽇、産前産後休業による休業⽇、育
児‧介護休業法に基づく休業⽇は出勤⽇として取り扱われます。

出勤率8割以上

会社は年10⽇以上の有休が付与される労働者に対して、年5⽇以上の有休を確実に取得させることが義務付けられています。⼀般の従業員（週所定労働時間30
時間以上または週所定労働⽇数5⽇以上の従業員）の勤続年数に対する有休付与⽇数は以下の通りです。

付与⽇数 10⽇

勤続年数

12⽇ 14⽇ 16⽇

6.5年以上5.5年4.5年3.5年2.5年1.5年0.5年

11⽇ 18⽇ 20⽇

パート‧アルバイトなど週所定労働時間などが上記の要件に該当しない労働者の場合、週の所定労働⽇数や年間の所定労働⽇数に応じて付与⽇数が⽐例付与さ
れます。

4⽇（169〜216⽇） 7⽇

週所定労働⽇数（年間所定労働⽇数）

9⽇ 10⽇ 12⽇

6.5年以上5.5年4.5年3.5年2.5年1.5年0.5年

8⽇ 13⽇ 15⽇
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3⽇（121〜168⽇） 5⽇

週所定労働⽇数（年間所定労働⽇数）

6⽇ 8⽇ 9⽇

6.5年以上5.5年4.5年3.5年2.5年1.5年0.5年

6⽇ 10⽇ 11⽇

2⽇（73〜120⽇） 3⽇ 4⽇ 5⽇ 6⽇4⽇ 6⽇ 7⽇

1⽇（48〜72⽇） 1⽇ 2⽇ 2⽇ 3⽇2⽇ 3⽇ 3⽇

有休の有効期間は付与⽇から2年間です。未使⽤の有休は翌年度に繰り越せますが、2年を経過すると消滅します。また、付与された有休は、原則として労働者
の請求する時季に与えなければなりません。ただし、事業の正常な運営を妨げる場合は、会社は「時季変更権」を⾏使できます。

有休の取得と消化

原則として、有休の買取は法律で禁⽌されています。しかし、退職時の残⽇数、時効により消滅する⽇数、法定⽇数を超えて付与された⽇数については、例外
的に買取が認められる場合があります。
企業は、労働者が有休を取得しやすい環境を整備し、計画的な取得を推奨することが重要です。労働者も、業務状況を考慮し、早めに有休取得の計画を⽴てる
ことが望ましいでしょう。

有休の買取について


